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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】映像情報を長期間に渡って統一的に管理可能な
遠隔映像管理システムを提供する。
【解決手段】映像情報監視拠点１０ｎと、通信路を経由
して管理する管理センタとを備え、監視対象撮像手段１
０５と、撮像手段１０５からの拠点映像蓄積手段１０３
と、前記拠点映像蓄積手段１０３に対して書き込み、読
み出し、または削除を行う蓄積制御を実行し、映像管理
情報を生成する拠点制御手段１０１と、映像管理情報を
蓄積する拠点管理情報蓄積手段１０４と、映像管理情報
を遠隔管理センタ２０に出力する拠点送受信手段を備え
る監視拠点１０ｎと、監視拠点１０ｎから映像管理情報
を取得する中央送受信手段２０２と、中央送受信手段２
０２が取得した映像管理情報を蓄積する中央管理情報蓄
積手段２０４と、映像管理情報の中央管理情報蓄積手段
２０４への書き込み、または読み出しの蓄積制御を行う
中央制御手段２０１を備える遠隔管理センタ２０で構成
される。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　映像情報を用いて監視を行う監視拠点と、前記監視拠点を通信路を経由して管理する管
理センタとを備える映像管理システムにおいて、
　前記監視拠点は、
　監視対象を撮像する撮像手段と、
　前記撮像手段から入力される映像情報を蓄積する拠点映像蓄積手段と、
　前記拠点映像蓄積手段に対して前記映像情報の書き込み、読み出し、または削除を行う
蓄積制御を実行し、前記映像情報に対応する映像管理情報を生成する拠点制御手段と、
　前記映像管理情報を蓄積する拠点管理情報蓄積手段と、
　前記映像管理情報を前記管理センタに出力する拠点送受信手段とを備え、
　前記管理センタは、
　前記監視拠点から映像管理情報を取得する中央送受信手段と、
　前記中央送受信手段が取得した映像管理情報を蓄積する中央管理情報蓄積手段と、
　前記映像管理情報の前記中央管理情報蓄積手段への書き込み、または読み出しの蓄積制
御を行う中央制御手段とを備えることを特徴とする映像管理システム。
【請求項２】
　映像管理情報は、映像情報の蓄積を示す蓄積情報と削除を示す削除情報とで構成される
ことを特徴とする請求項１記載の映像管理システム。
【請求項３】
　蓄積情報は、蓄積する映像情報の映像ＩＤ、映像蓄積手段ＩＤ、撮像手段ＩＤ、蓄積方
法、外部イベントの種別や画像検知技術種別などのイベント蓄積事由、蓄積開始日時、イ
ベント発生日時、蓄積時間、監視対象である撮像内容の少なくともいずれか一つと、映像
付加情報で構成されることを特徴とする請求項２記載の映像管理システム。
【請求項４】
　映像付加情報は、映像品質、撮像手段種別、付加メディア情報の少なくとも何れか一つ
で構成されることを特徴とする請求項３記載の映像管理システム。
【請求項５】
　削除情報は、削除する映像情報の映像ＩＤおよび削除予定日時または削除実施日時で構
成されることを特徴とする請求項２記載の映像管理システム。
【請求項６】
　拠点制御手段は、撮像手段から入力される映像情報を拠点映像蓄積手段に連続的に蓄積
し、前記連続的な蓄積であることを示す蓄積方法を含む映像管理情報を生成することを特
徴とする請求項３記載の映像管理システム。
【請求項７】
　監視拠点は、外部から入力されるイベント情報を受信するイベント受信手段を備え、
　拠点制御手段は、前記イベント受信手段の外部イベント受信に同期して映像情報の蓄積
を行い、前記外部イベント受信による蓄積であることを示す蓄積方法を含む映像管理情報
を生成することを特徴とする請求項３記載の映像管理システム。
【請求項８】
　拠点制御手段は、拠点蓄積手段に蓄積された映像情報の削除を行う前に当該削除の対象
となる映像情報の蓄積日時および削除予定日時で構成される削除情報を作成することを特
徴とする請求項２記載の映像管理システム。
【請求項９】
　中央制御手段は、映像管理情報を取得するタイミングを監視拠点ごとに設定することを
特徴とする請求項１または請求項７記載の映像管理システム。
【請求項１０】
　管理センタは、拠点映像蓄積手段に蓄積された映像情報を蓄積する中央映像蓄積手段を
備え、
　拠点制御手段は、映像管理情報に前記映像情報の一次蓄積位置である拠点映像蓄積手段
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の拠点映像蓄積手段ＩＤ、および二次蓄積位置である前記中央映像蓄積手段の中央映像蓄
積手段ＩＤを書き込み、前記書き込み後の映像管理情報を拠点管理情報蓄積手段に再蓄積
すると共に、前記管理センタに出力し、
　前記管理センタの中央管理情報蓄積手段が前記書き込み後の映像管理情報を蓄積するこ
とを特徴とする請求項１または請求項７記載の映像管理システム。
【請求項１１】
　監視拠点は、拠点映像蓄積手段から読み出した映像情報を変換し拠点送受信手段に出力
する拠点変換手段を備え、拠点制御手段は前記映像情報の変換に伴う情報を映像管理情報
に記載することを特徴とする請求項１０記載の映像管理システム。
【請求項１２】
　管理センタは、監視拠点から取得した映像情報を変換し中央映像蓄積手段に出力する中
央変換手段を備え、中央制御手段は前記映像情報の変換に伴う情報を映像管理情報に記載
することを特徴とする請求項１０記載の映像管理システム。
【請求項１３】
　通信路を介して管理センタに接続し、映像情報の閲覧を行う閲覧端末を備え、
　前記閲覧端末は、
　前記管理センタに映像管理情報および映像情報の取得要求を出力し、前記映像管理情報
および映像情報を取得する端末送受信手段と、
　前記端末送受信手段が取得した前記映像管理情報に基づき映像一覧を表示する映像一覧
表示手段と、
　前記映像一覧から閲覧する映像情報を選択する映像選択手段と、
　前記端末送受信手段が取得した映像情報を復号する復号手段と、
　前記復号した映像情報を表示する映像表示手段と、
　前記映像管理情報および映像情報の取得、前記映像一覧の表示、および前記映像情報の
表示の制御を行う端末制御手段を備えることを特徴とする請求項１０から請求項１２のう
ちのいずれか１項記載の映像管理システム。
【請求項１４】
　管理センタの中央制御手段および監視拠点の拠点制御手段のうち少なくともいずれかが
、閲覧端末から入力される取得要求に基づく映像情報および映像管理情報を読み出して前
記閲覧端末に出力することを特徴とする請求項１３記載の映像管理システム。
【請求項１５】
　中央制御手段は、閲覧端末から入力される取得要求に基づく映像情報が中央映像蓄積手
段に蓄積されている場合には、前記中央映像蓄積手段から当該映像管理情報および当該映
像情報を読み出して前記閲覧端末に出力し、
　閲覧端末から入力される取得要求に基づく映像情報が中央映像蓄積手段に蓄積されてい
ない場合には、監視拠点に前記蓄積映像情報の取得を要求することを特徴とする請求項１
４記載の映像管理システム。
【請求項１６】
　管理センタは、通信経路を介して監視拠点と接続する一次管理センタと、通信経路を介
して前記一次管理センタおよび閲覧端末と接続する二次管理センタで構成されることを特
徴とする請求項１０から請求項１５のうちのいずれか１項記載の映像管理システム。
【請求項１７】
　監視拠点、一次管理センタ、二次管理センタおよび閲覧端末のうち少なくともいずれか
に、蓄積した映像情報を外部の蓄積媒体に蓄積するための外部蓄積手段を備え、
　前記外部蓄積手段を有する監視拠点の拠点制御手段、一次管理センタの中央制御手段、
二次管理センタの中央制御手段あるいは閲覧端末の端末制御手段は、映像管理情報に前記
映像情報の外部蓄積に関する情報を記載することを特徴とする請求項１０から請求項１６
のうちのいずれか１項記載の遠隔映像管理システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　この発明は、監視拠点をネットワークを介して管理する映像管理システムに関するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　従来の映像管理システムとして、例えば特許文献１に監視対象を撮像する複数の監視カ
メラから得られる所望の映像を、適切に端末へ配信する映像配信システムが開示されてい
る。この従来の映像配信システムでは、蓄積された映像情報に関する付加情報をセンタに
収集し、映像選択を行うためのインデックス情報を生成することにより、多数の監視局に
分散蓄積された映像情報の管理を行っている。
【０００３】
　監視局では、監視カメラにて撮影された映像情報を、監視カメラ毎に設けられる個別蓄
積手段に蓄積する。この個別蓄積手段では、蓄積容量の上限に達した場合、最も古い映像
情報の部分に上書きして新しいものを残す処理を行う。同時に、映像情報に関するカメラ
ＩＤ、設置場所、監視対象、イベント情報などの付加情報を、ネットワークを介してセン
タに送信する。センタではこの付加情報を元に所望映像を選択するためのインデックス情
報を作成する。
【０００４】
　映像の閲覧を行う場合、端末はネットワークを介してセンタよりインデックス情報群を
取得し、取得したインデックス群よりいずれかのインデックス情報を選択する。このイン
デックス情報の選択を受け、センタがインデックス情報に対応した映像を端末に送信する
よう監視局に対して指示することにより、監視局から端末の所望する映像情報を端末に送
信することが可能となる。
【０００５】
　従来の映像配信システムでは、蓄積された映像情報に関する付加情報をセンタに収集し
、映像選択を行うためのインデックス情報を生成している。また、センタでは、端末から
のインデックス情報選択に際して、監視局に対して蓄積された映像情報の端末への配信を
指示することにより、監視局から端末への映像情報配信を実現している。
【０００６】
　また、監視局にてセンサや画像認識処理による所定のイベントが発生した場合や端末が
インデックス情報の選択と共に録画要求を行った時に、監視局は関連する付加情報ととも
に映像情報をセンタに対して送信し、センタでは中央映像蓄積部に映像情報を蓄積する。
この時、付加情報にはイベント情報が含まれ、インデックス情報にもセンタに蓄積されて
いる旨と共にイベント情報が記載される。中央映像蓄積部に蓄積された映像情報は、セン
タ内の外部メディア書込部に渡され、外部メディアに書き込まれる。
【０００７】
　このように、映像情報に関連する付加情報のみをセンタに集め、それを基に映像情報を
選択するためのインデックス情報を生成し、映像情報は基本的に監視局の個別蓄積装置の
みに分散して蓄積しているためセンタに大容量の蓄積装置を用意する必要がない。また、
映像情報の蓄積を行い、センサや画像認識処理によるイベントが発生した場合や、端末が
録画要求を行った場合の映像情報については外部メディアへの書き込みが可能なため、監
視局の個別蓄積機能部の蓄積容量が上限に達して上書きが行われる前に外部メディアに書
き込むことにより退避保存（バックアップ）を可能とし、映像情報の消失を避けることが
できる。
【０００８】
【特許文献１】特開２００５－２４４８２２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　従来の遠隔映像管理システムは以上のように構成されているので、センサや画像認識処
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理などにより検知される異常発生時や、端末操作の結果に基づいて取得される映像情報を
当該タイミングで閲覧する即応型のシステム、あるいは個別蓄積手段に映像情報が保持さ
れている期間（例えば、１ヶ月以下）の範囲内で映像情報を閲覧して犯罪、事件、事故、
あるいはそれらに至る要因を事後検証する短期対応型のシステムには適用可能であるが、
長期間（例えば、２年以上）の映像情報を保持したうえで必要に応じて映像情報を閲覧し
て犯罪、事件、事故、あるいはそれらに至る要因を事後検証する必要のある上記対応型の
システムには適用できないという課題があった。
【００１０】
　また、センタに対して監視局から映像情報に関する付加情報を自発的に送信するため、
センタは多数の監視局でほぼ同時にイベントが発生した場合など、多数の付加情報の受信
を同時に行う必要があり、平均的に必要な処理能力に比べて過大な処理能力を必要とする
という課題があり、特に監視カメラ数が多くシステム規模が大きな場合に顕著である。
【００１１】
　この発明は、上記のような課題を解決するためになされたもので、映像情報を長期間に
渡って統一的に管理可能な遠隔映像管理システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　この発明に係る映像管理システムは、映像情報を用いて監視を行う監視拠点と、前記監
視拠点を通信路を経由して管理する管理センタとを備える映像管理システムにおいて、前
記監視拠点は、監視対象を撮像する撮像手段と、前記撮像手段から入力される映像情報を
蓄積する拠点映像蓄積手段と、前記拠点映像蓄積手段に対して前記映像情報の書き込み、
読み出し、または削除を行う蓄積制御を実行し、前記映像情報に対応する映像管理情報を
生成する拠点制御手段と、前記映像管理情報を蓄積する拠点管理情報蓄積手段と、前記映
像管理情報を前記管理センタに出力する拠点送受信手段とを備え、前記管理センタは、前
記監視拠点から映像管理情報を取得する中央送受信手段と、前記中央送受信手段が取得し
た映像管理情報を蓄積する中央管理情報蓄積手段と、前記映像管理情報の前記中央管理情
報蓄積手段への書き込み、または読み出しの蓄積制御を行う中央制御手段とを備えるもの
である。
【発明の効果】
【００１３】
　この発明によれば、映像情報を用いて監視を行う監視拠点と、監視拠点を通信路を経由
して管理する管理センタとを備える映像管理システムにおいて、監視拠点は、監視対象を
撮像する撮像手段と、撮像手段から入力される映像情報を蓄積する拠点映像蓄積手段と、
拠点映像蓄積手段に対して映像情報の書き込み、読み出し、または削除を行う蓄積制御を
実行し、映像情報に対応する映像管理情報を生成する拠点制御手段と、映像管理情報を蓄
積する拠点管理情報蓄積手段と、映像管理情報を管理センタに出力する拠点送受信手段と
を備え、管理センタは、監視拠点から映像管理情報を取得する中央送受信手段と、中央送
受信手段が取得した映像管理情報を蓄積する中央管理情報蓄積手段と、映像管理情報の中
央管理情報蓄積手段への書き込み、または読み出しの蓄積制御を行う中央制御手段とを備
えるように構成したので、管理センタにおいて映像管理システム内にあるすべての映像管
理情報を管理することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
実施の形態１．
　図１は、実施の形態１に係る映像管理システムの構成を示す図である。この遠隔監視映
像システムは、映像の監視を行う監視拠点１０ａ，１０ｂ，・・・，１０ｘ（以下、１０
ｎと称する）、監視拠点１０ｎに蓄積された映像管理情報を遠隔管理する遠隔管理センタ
（管理センタ）２０、および監視拠点１０ｎと遠隔管理センタ２０を接続するネットワー
ク５０で構成されている。
【００１５】
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　次に、監視拠点１０ｎおよび遠隔管理センタ２０の詳細を図２を用いて説明する。図２
は、実施の形態１に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。監視拠点１０
ｎは、ネットワーク５０を介して遠隔管理センタ２０に映像管理情報を送出する拠点送受
信手段１０２、映像情報を撮像する撮像手段１０５、撮像手段１０５が撮像した映像情報
の蓄積を行う拠点映像蓄積手段１０３、拠点映像蓄積手段１０３に蓄積された映像信号の
管理情報を蓄積する拠点管理情報蓄積手段１０４、および拠点送受信手段１０２、拠点映
像蓄積手段１０３、拠点管理情報蓄積手段１０４、撮像手段１０５の制御を行う拠点制御
手段１０１で構成されている。
【００１６】
　遠隔管理センタ２０は、ネットワーク５０を介して監視拠点１０ｎから映像管理情報の
取得を行う中央送受信手段２０２、映像管理情報の蓄積を行う中央管理情報蓄積手段２０
４、遠隔管理センタ２０が管理する監視拠点１０ｎの拠点ＩＤと共にネットワーク接続に
必要なアドレス情報などを管理する中央拠点情報保持手段２０５、および中央送受信手段
２０２、中央管理情報蓄積手段２０４、中央拠点情報保持手段２０５の制御を行う中央制
御手段２０１で構成されている。
【００１７】
　まず、監視拠点１０ｎの詳細について説明する。撮像手段１０５は、１または複数設置
され、被監視対象を撮像して映像信号を拠点制御手段１０１に出力する。なお、撮像手段
１０５は、映像信号を非圧縮の形態で出力する方式や、ＪＰＥＧ（静止画の映像信号符号
化方式）やＭＰＥＧ（動画の映像信号符号化方式）などの符号化方式で映像信号を圧縮し
た後に拠点制御手段１０１に出力する方法など任意に選択可能である。
【００１８】
　拠点制御手段１０１は、撮像手段１０５から入力される映像信号を映像情報として拠点
映像蓄積手段１０３に蓄積する。撮像手段１０５が映像信号を非圧縮の形態で出力する場
合には、拠点映像蓄積手段１０３を効率的に活用するために、符号化手段（図示せず）を
用いて前述のＪＰＥＧやＭＰＥＧなどの映像信号符号化方式で圧縮した後に拠点映像蓄積
手段１０３に蓄積するように構成してもよい。
【００１９】
　一方、撮像手段１０５が映像信号を符号化した形態で出力する場合には、符号化された
映像信号をそのまま蓄積するのが一般的であるが、変換手段（図示せず）により遠隔映像
監視システムで標準的に使用される映像信号符号化方式に変更した後に拠点映像蓄積手段
１０３に蓄積するように構成してもよい。さらに、拠点制御手段１０１は、拠点映像蓄積
手段１０３に蓄積した映像信号の情報を管理するための映像管理情報を作成し、拠点管理
情報蓄積手段１０４に蓄積する。
【００２０】
　拠点映像蓄積手段１０３は、拠点制御手段１０１を介して撮像手段１０５から入力され
る映像信号を映像情報として蓄積する（なお、蓄積後の映像情報を、以下蓄積映像情報と
称する）。この蓄積方法としては、全ての期間の映像信号を連続的に蓄積する方法（以下
、連続蓄積と称する）、外部からのイベント、若しくは画像検知技術などの活用により映
像内容に起因する内部からのイベント発生時にのみ一定時間だけ蓄積する方法（以下、イ
ベント蓄積と称する）などがある。
【００２１】
　また、ここでいうイベントとしては、例えば、人感センサなどの侵入センサや侵入不可
領域を撮像する撮像手段１０５の映像信号に対して画像処理を施すことによって得られる
動き情報に基づく異常判定などが挙げられる。また、入退室管理システムなどの扉の開閉
情報、エレベータの扉開閉や階床情報、鉄道駅のホームドアや自動改札の開閉情報、駐車
場の入出庫ゲート開閉情報など、これらの異常イベントなどを用いても良い。
【００２２】
　拠点管理情報蓄積手段１０４は、拠点制御手段１０１において作成された映像管理情報
を蓄積する。映像管理情報は、拠点映像蓄積手段１０３に蓄積した蓄積映像情報に関する
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蓄積情報と、拠点映像蓄積手段１０３から削除した蓄積映像情報に関する削除情報で構成
されている。拠点送受信手段１０２は、遠隔管理センタ２０から入力される指示に基づい
て拠点管理情報蓄積手段１０４に蓄積されている映像管理情報をネットワーク５０を介し
て遠隔管理センタ２０に出力する。
【００２３】
　次に、図３および図４を用いて映像管理情報の詳細および映像管理情報の蓄積または削
除の動作について説明を行う。図３は映像管理情報の蓄積情報を示し、図３（ａ）は蓄積
内容の定義、図３（ｂ）はその具体例を示している。蓄積情報は、蓄積映像情報が蓄積さ
れている拠点映像蓄積手段１０３を一意に特定する識別情報である「映像蓄積手段ＩＤ」
、撮像手段１０５を一意に特定する識別情報である「撮像手段ＩＤ」、蓄積映像情報を一
意に特定する識別情報である「映像ＩＤ」、映像情報の蓄積方法を示し、例えば連続蓄積
やイベント蓄積などを示す「蓄積方法」、イベント蓄積における外部イベントや画像検知
技術種別などの要因を示す「イベント蓄積事由」、映像情報の拠点映像蓄積手段１０３へ
の蓄積が開始された日時情報である「蓄積開始日時」、イベント蓄積におけるイベント発
生日時情報である「イベント発生日時」、蓄積映像情報の時間を示す「蓄積時間」、撮像
手段１０５の監視対象物に関する情報である「撮像内容」、映像付加情報である「映像品
質」、「カメラ種別」および「付加メディア情報」で構成されている。
【００２４】
　「映像品質」は蓄積する映像情報の符号化方式、例えばＶＧＡ（Ｖｉｄｅｏ　Ｇｒａｐ
ｈｉｃｓ　Ａｒｒａｙ）などの画像サイズ、映像符号化処理における圧縮率、１秒あたり
のフレーム数、１秒あたりのビット数、および総情報量を示し、「カメラ種別」は非圧縮
や圧縮などの撮像手段１０５のタイプを示し、「付加メディア情報」は蓄積映像情報に付
随する音声情報の有無、付随する音声情報がある場合にはその音声情報のチャンネル数、
符号化方式、１秒あたりのビット数、および総情報量、音声情報以外の付加データの有無
を示す。
【００２５】
　次に、図３（ｂ）を用いて具体的な蓄積情報について説明を行う。映像信号の蓄積方法
としては連続蓄積とイベント蓄積の方法が存在するが、以下では連続蓄積を例に説明を行
う。連続蓄積の場合、拠点制御手段１０１は撮像手段１０５から入力された映像信号の全
期間を連続的に拠点映像蓄積手段１０３に蓄積するが、この際映像信号を一定時間（例え
ば、５分）ごとに分割管理し、その分割した単位において図３（ｂ）に示すような蓄積情
報を生成し、拠点管理情報蓄積手段１０４に蓄積する。
【００２６】
　映像蓄積手段ＩＤは、拠点ＩＤと当該ＩＤの監視拠点１０ｎの拠点映像蓄積手段１０３
の識別情報の組み合わせで構成され、「９９８８」の４桁のアラビア数字で構成した例で
は、拠点ＩＤ「９９」を持つ監視拠点１０ｎの識別情報「８８」を持つ拠点映像蓄積手段
１０３に蓄積されていることを示している。
【００２７】
　撮像手段ＩＤは、拠点ＩＤと当該ＩＤの監視拠点１０ｎの撮像手段１０５の識別情報の
組み合わせで構成され、「９９７７」の４桁のアラビア数字で構成した例では、拠点ＩＤ
「９９」を持つ監視拠点１０ｎにおいて、識別情報「７７」を持つ撮像手段１０５で撮像
されたことを示している。このように、撮像手段ＩＤはシステムで一意に付与するだけで
はなく、拠点ＩＤ、映像蓄積手段ＩＤなどを組み合わせで特定してもよい。
【００２８】
　映像ＩＤは、拠点ＩＤと、当該ＩＤの監視拠点１０ｎの拠点映像蓄積手段１０３の識別
情報と、撮像手段１０５の識別情報と、映像蓄積開始日時情報の組み合わせで構成され、
「９９８８７７２００８０１０１００００００」の２０桁のアラビア数字で構成した例で
は、拠点ＩＤ「９９」を持つ監視拠点１０ｎにおいて、識別情報「７７」を持つ撮像手段
１０５により撮影された映像情報の蓄積を２００８年１月１日００時００分００秒に開始
し、識別情報「８８」を持つ拠点映像蓄積手段１０３に蓄積されていることを示している
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。
【００２９】
　蓄積方法は連続蓄積であり、連続蓄積であることからイベント蓄積事由およびイベント
発生日時の記載はなく、蓄積開始日時が２００８年０１月０１日００時００分００秒であ
り、連続蓄積の蓄積情報の生成単位が０５分００秒であり、撮像手段１０５の撮像対象が
駐車場であることが示されている。さらに、映像付加情報により、蓄積映像情報の品質が
ＶＧＡサイズの画像をＪＰＥＧ方式で１／２０のサイズに圧縮したものであること、１秒
あたりのフレーム枚数は３枚、１秒あたりのビット数は８００，０００ビットであり、全
体で３０，０００ｋＢ（３０ＭＢ）の情報量を持つこと、撮像手段１０５の形式がデジタ
ル方式（ネットワーク方式）であること、音声などの他のメディア情報が付随して蓄積さ
れていないことが示されている。
【００３０】
　なお、図３（ｂ）の例で示すように、蓄積方法が連続蓄積の場合、拠点制御手段１０１
が５分ごとに蓄積情報を生成して拠点管理情報蓄積手段１０４に蓄積するが、その蓄積情
報は「映像ＩＤ」および「蓄積開始日時」のみが変化する。
【００３１】
　図４は映像管理情報の削除情報を示し、図４（ａ）は削除内容の定義、図４（ｂ）はそ
の具体例を示している。削除情報は、蓄積映像情報の識別情報である「映像ＩＤ」、蓄積
映像情報の削除を予定する日時情報、もしくは削除が行われた日時情報である「削除予定
／実施日時」で構成されている。
【００３２】
　次に、図４（ｂ）を用いて具体的な削除情報について説明を行う。映像ＩＤは、拠点Ｉ
Ｄと、当該ＩＤの監視拠点１０ｎの拠点映像蓄積手段１０３の識別情報と、撮像手段１０
５の識別情報と、映像蓄積開始日時情報の組み合わせで構成され、「９９８８７７２００
８０１０１００００００」の２０桁のアラビア数字で構成した例では、拠点ＩＤ「９９」
を持つ監視拠点１０ｎにおいて、識別情報「７７」を持つ撮像手段１０５により撮影され
た映像情報の蓄積を２００８年１月１日００時００分００秒に開始し、識別情報「８８」
を持つ拠点映像蓄積手段１０３に蓄積されていることを示している。
【００３３】
　削除予定／実施日時は、削除済みであるか否かを示す符号と削除予定／実施日時の組み
合わせで構成される。削除済みであるか否かを示す符号は、削除未実施を「０」、削除済
みを「１」と定義しているものとし、「１２００８０１０１００００００」の１５桁のア
ラビア数字で構成した例では、２００８年０１月０１日００時００分００秒に削除済みで
あることを示している。
【００３４】
　このように、削除情報が削除予定／実施日時を有することにより削除予定のある蓄積映
像情報に対する事前のバックアップ実施や、既に削除済みの蓄積映像情報についても管理
が可能となる。なお、拠点制御手段１０１は、蓄積映像情報の削除に先立ち、任意のタイ
ミング（例えば、削除予定の３日前など）で、削除予定日時の情報を記載した削除情報を
生成してもよい。この場合には、実際に削除された時点で削除情報内の削除予定日時が削
除実施日時に書き換えられる。削除予定の日時情報を管理することにより効率的なバック
アップ作業が可能となる。
【００３５】
　蓄積映像情報の削除には、拠点映像蓄積手段１０３の蓄積容量に余裕があるが作為的に
所定範囲の蓄積映像情報を削除する場合と、拠点映像蓄積手段１０３の蓄積可能容量の上
限に達した場合に最も古い蓄積映像情報を削除する場合とがある。作為的に所定範囲の蓄
積映像情報を削除する操作は、例えばユーザに不要と判断された蓄積映像情報を削除する
場合や、バックアップ処理が実施されるなどして不用となった蓄積映像情報を削除する場
合などに行われる。この場合、拠点制御手段１０１は、蓄積映像情報の蓄積時間（例えば
、図３（ｂ）において０５分００秒）単位で該当する範囲の蓄積映像情報を拠点映像蓄積
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手段１０３から削除し、図４に示す削除情報を生成して拠点管理情報蓄積手段１０４に蓄
積する。なお、削除情報を蓄積する際には蓄積情報は生成しない。
【００３６】
　また、拠点映像蓄積手段１０３の蓄積可能容量の上限に達した場合に最も古い蓄積映像
情報を削除する場合、拠点制御手段１０１は拠点映像蓄積手段１０３に対して蓄積処理お
よび削除処理の両処理を行う上書き蓄積処理を行う。この際、蓄積映像情報の蓄積時間（
例えば、図３（ｂ）において０５分００秒）単位で上書き蓄積処理を実施し、蓄積情報お
よび削除情報を生成して拠点管理情報蓄積手段１０４に蓄積する。生成する蓄積情報は図
３、削除情報は図４に示すものと同様である。
【００３７】
　なお、蓄積方法の設定変更などにより、蓄積を行う映像情報が削除すべき古い蓄積映像
情報に比べて時間当たりの情報量が多い場合には、その割合に応じて複数の単位（例えば
、図３（ｂ）において１０分以上など）の古い蓄積映像情報がまとめて削除処理の対象と
なる。
【００３８】
　拠点制御手段１０１により作成されたこれらの映像管理情報（蓄積情報、削除情報）は
、拠点管理情報蓄積手段１０４に蓄積されると共に、遠隔管理センタ２０内の中央制御手
段２０１が統合管理することにより、複数の監視拠点１０ｎに跨った蓄積映像情報の管理
を行うことができる。次に、遠隔管理センタ２０の詳細について説明を行う。
【００３９】
　遠隔管理センタ２０の中央制御手段２０１は、各監視拠点１０ｎ毎に映像管理情報（蓄
積情報、削除情報）を取得する日時を定めた映像管理情報取得テーブルを作成する。図５
は、実施の形態１に係る映像管理情報取得テーブルの一例を示す図であり、２桁の拠点Ｉ
Ｄと当該拠点ＩＤの監視拠点１０ｎから映像管理情報を定時的に取得する際の取得日時情
報である取得時刻（ｈｈｍｍｓｓ）で構成されている。中央送受信手段２０２は、ネット
ワーク５０を介して監視拠点１０ｎの拠点送受信手段１０２に対し、映像管理情報の取得
日時および取得した映像管理情報の送信先である遠隔管理センタ２０のアドレスを出力す
る。中央管理情報蓄積手段２０４は、各監視拠点１０ｎから取得した映像管理情報（蓄積
情報、削除情報）を蓄積する。中央拠点情報保持手段２０５は、各監視拠点１０ｎの拠点
ＩＤおよびアドレス情報を記憶している。
【００４０】
　次に、図６のフローチャートを用いて、実施の形態１に係る遠隔管理センタの映像管理
情報取得処理動作について説明を行う。中央制御手段２０１は、映像管理情報取得テーブ
ルを作成する（ステップＳＴ１）。さらに中央制御手段２０１は、この映像管理情報取得
テーブルと、中央拠点情報保持手段２０５に記憶された各監視拠点１０ｎの拠点ＩＤおよ
びアドレス情報を参照し、定時的に収集すべき映像管理情報の日時情報および当該遠隔管
理センタ２０のアドレス情報で構成される映像管理情報取得要求を生成し、中央送受信手
段２０２に出力する（ステップＳＴ２）。中央送受信手段２０２は、ステップＳＴ２にお
いて入力された映像管理情報取得要求をネットワーク５０を介して監視拠点１０ｎの拠点
送受信手段１０２に出力する（ステップＳＴ３）。
【００４１】
　拠点送受信手段１０２は、ステップＳＴ３において入力された映像管理情報取得要求の
うち、日時情報を拠点制御手段１０１に出力し、映像管理情報の送信先である遠隔管理セ
ンタ２０のアドレス情報を記憶する（ステップＳＴ４）。拠点制御手段１０１は、ステッ
プＳＴ４において入力された日時情報を記憶し（ステップＳＴ５）、日時情報に含まれる
収集すべき日時に達したか否か判定を行う（ステップＳＴ６）。ステップＳＴ６において
、収集すべき日時に達していないと判定された場合にはステップＳＴ６の処理に戻り、当
該日時に達するまで待機する。一方、ステップＳＴ６において、収集すべき日時に達した
と判定されると、拠点制御手段１０１は拠点管理情報蓄積手段１０４から映像管理情報を
読み出し、拠点送受信手段１０２に出力する（ステップＳＴ７）。
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【００４２】
　拠点送受信手段１０２は、ステップＳＴ７において拠点制御手段１０１から入力された
映像管理情報を、記憶していた送信先のアドレス情報を参照し、ネットワーク５０を介し
て遠隔管理センタ２０の中央送受信手段２０２に出力する（ステップＳＴ８）。中央送受
信手段２０２は、ステップＳＴ８において入力された映像管理情報を中央制御手段２０１
に出力し、中央制御手段２０１はこの映像管理情報を中央管理情報蓄積手段２０４に蓄積
し（ステップＳＴ９）、処理を終了する。
【００４３】
　上述した動作説明では、各監視拠点１０ｎに定時収集すべき日時を通知し、この定時的
に収集すべき日時を監視拠点１０ｎ側で管理し、日時に達した際に映像管理情報を遠隔管
理センタ２０に出力する構成を示したが、次に、定時的に収集すべき日時を遠隔管理セン
タ２０側で管理し、この日時に達した際に遠隔管理センタ２０が各監視拠点１０ｎに対し
て映像管理情報の提供を要求する構成について図７のフローチャートに基づき説明を行う
。なお以下では、図５のフローチャートと同一の処理については同一の符号を付し、説明
を省略または簡略化する。
【００４４】
　中央制御手段２０１は、作成した映像管理情報取得テーブルを参照し定時的に収集すべ
き日時に達したか否か判定を行う（ステップＳＴ１１）。ステップＳＴ１１において、収
集すべき日時に達していないと判定された場合にはステップＳＴ１１の処理に戻り、当該
日時に達するまで待機する。一方、ステップＳＴ１１において、定時的に収集すべき日時
に達したと判定されると、中央制御手段２０１は中央拠点情報保持手段２０５に記憶され
た各監視拠点１０ｎの拠点ＩＤおよびアドレス情報を参照して映像管理情報取得要求を生
成し、中央送受信手段２０２に出力する（ステップＳＴ１２）。
【００４５】
　中央送受信手段２０２は、ステップＳＴ１２において入力された映像管理情報取得要求
をネットワーク５０を介して拠点送受信手段１０２に出力する（ステップＳＴ１３）。拠
点送受信手段１０２は、ステップＳＴ３において入力された映像管理情報取得要求を拠点
制御手段１０１に出力し、映像管理情報の送信先である遠隔管理センタ２０のアドレス情
報を記憶する（ステップＳＴ１４）。
【００４６】
　拠点制御手段１０１は、ステップＳＴ１４において入力された映像管理情報取得要求に
対応する映像管理情報を拠点管理情報蓄積手段１０４から読み出し、拠点送受信手段１０
２に出力する（ステップＳＴ１５）。その後、拠点送受信手段１０２はこの映像管理情報
を遠隔管理センタ２０に出力し（ステップＳＴ８）、遠隔管理センタ２０の中央管理情報
蓄積手段２０４に蓄積する（ステップＳＴ９）。
【００４７】
　なお、図５の映像管理情報取得テーブルを用いた例では、一日に一度ずつ各監視拠点１
０ｎの映像管理情報を遠隔管理センタ２０内に収集する構成を想定しているが、映像管理
システムの用途や規模に応じて、より短い周期、あるいは長い周期で映像管理情報の収集
を実施してもよい。また、各監視拠点１０ｎから遠隔管理センタ２０への映像管理情報の
送信は、毎回全情報を出力するように構成してもよいし、変更のあった情報についてのみ
出力するように構成してもよい。
【００４８】
　また、作為的に所定範囲の蓄積映像情報を削除した場合には、削除を行ったタイミング
で生成した映像管理情報（削除情報）を遠隔管理センタ２０に出力するように構成しても
よい。この場合、定時的に収集すべき日時にのみ各監視拠点１０ｎから映像管理情報を収
集する場合に比べ、遠隔管理センタ２０における蓄積映像情報の管理を時間的に正確に行
うことができる。
【００４９】
　以上のように、この実施の形態１によれば、複数の監視拠点１０ｎに蓄積される蓄積情
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報および削除情報で構成される映像管理情報を、遠隔管理センタ２０内に収集して中央管
理情報蓄積手段２０４に蓄積するように構成したので、遠隔管理センタ２０において映像
管理システム内にある全ての蓄積映像情報を管理することができる。
【００５０】
　また、この実施の形態１によれば、削除予定の日時情報を管理する削除情報を作成する
ように構成したので、蓄積映像の効率的なバックアップ作業を行うことができる。
【００５１】
　なお、上記実施の形態１の説明で用いた蓄積情報および削除情報を構成する各項目やデ
ータ長である桁数は一例であり、限定されるものではない。これは、以降の実施の形態に
おいても同様である。
【００５２】
実施の形態２．
　図８は、実施の形態２に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。この実
施の形態２では、監視拠点１０ｎにイベント受信手段１０６を追加して設けている。以下
では、このイベント受信手段１０６の構成および動作を中心に説明を行うが、映像信号の
蓄積方法がイベント蓄積である場合を例に説明を行う。なお、実施の形態１に係る映像管
理システムの構成要素と同一または相当する部分には、実施の形態１で使用した符号と同
一の符号を付して説明を省略または簡略化する。
【００５３】
　イベント受信手段１０６は、センサ（図示せず）などの外部装置から入力されるイベン
ト情報を受信し、拠点制御手段１０１に通知する。拠点制御手段１０１は、イベント受信
手段１０６からイベント受信情報が入力されると、撮像手段１０５によって撮影された映
像をイベント発生前後の一定時間（例えば、５分）のみ拠点映像蓄積手段１０３に蓄積す
る。さらに、拠点制御手段１０１は、拠点映像蓄積手段１０３に蓄積した映像信号の情報
を管理するための映像管理情報（蓄積情報）を作成し、拠点管理情報蓄積手段１０４に蓄
積する。このように、拠点制御手段１０１は、連続蓄積の場合と異なり、イベント蓄積を
行ったときにのみ映像管理情報（蓄積情報）を生成し、その他の時間帯には生成しない。
【００５４】
　図９は、映像管理情報の蓄積情報の具体例を示している。図９では、説明の都合上、監
視拠点１０ｎ、拠点映像蓄積手段１０３、撮像手段１０５からの映像信号、この映像信号
の品質、蓄積開始日時、蓄積時間、付与した映像ＩＤは、全て実施の形態１における蓄積
情報（図３参照）の説明に用いたものと同一であるものとする。なお、映像管理情報のう
ち、削除情報の構成は実施の形態１と同様であるため、説明を省略する。
【００５５】
　イベント蓄積を行った図９の例では、「蓄積方法」、「蓄積事由」、「イベント発生日
時」、および「蓄積時間」の表記に変更および追記がなされている。図９の記載内容から
、映像信号はイベント発生に基づく蓄積であり、２００８年０１月０１日００時００分３
０秒に発生した侵入センサの反応に応じて蓄積を行っていることが分かる。ただし、蓄積
開始日時は２００８年０１月０１日００時００分００秒であり、これは「蓄積時間」に記
載されているようにセンサ反応の３０秒前である２００８年０１月０１日００時００分０
０秒から実際の蓄積を開始し、センサ反応後０４分３０秒の蓄積を行い、合計として０５
分００秒蓄積しているためである。
【００５６】
　次に、連続蓄積とイベント蓄積における蓄積期間と蓄積情報の対象範囲の差異を説明す
る。蓄積期間と蓄積情報の対象範囲の差異を図１０を用いて説明する。図１０（ａ）は連
続蓄積、図１０（ｂ）はイベント蓄積に蓄積期間と蓄積情報の対象範囲を示している。
　連続蓄積の蓄積期間は、蓄積情報の対象範囲（５分間）Ａ，Ｂ，Ｃを全て含めた期間で
ある。これらの全期間を所定の期間（例えば、５分間）に分割して対象範囲Ａ，Ｂ，Ｃと
している。そのため、図１０（ａ）に示した例では、分割した対象範囲Ｂの蓄積開始時刻
は２００８年０１月０１日００時００分００秒であり、この蓄積開始時刻から５分間蓄積
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を行い、５分が経過すると新たな対象範囲Ｃが蓄積開始時刻２００８年０１月０１日００
時０５分００秒として蓄積を開始する。
【００５７】
　一方、図９（ｂ）に示すイベント蓄積では、イベント蓄積動作設定が行われた場合に、
拠点制御手段１０１は拠点映像蓄積手段１０３に対してイベント発生前の蓄積時間（３０
秒）分の映像情報を常に一時的に保存するように指示を出力する。そのため、拠点映像蓄
積手段１０３は、その指示に従い常に最新の３０秒分の映像信号を蓄積し続けている。そ
して、イベントが発生した場合、拠点制御手段１０１は拠点映像蓄積手段１０３に映像信
号の蓄積開始の指示を行う。拠点映像蓄積手段１０３は、蓄積開始の指示を受けるとまず
一時的に保存している最新３０秒分の映像信号を蓄積し、さらに以降に受信した映像信号
の蓄積を開始する。
【００５８】
　具体的には、イベント発生日時の２００８年０１月０１日００時００分３０秒より前の
最新３０秒分の映像信号を蓄積するために、蓄積開始日時を２００８年０１月０１日００
時００分００秒００とする。さらに、指定されたイベント発生後の蓄積時間（０４分３０
秒）が経過すると、拠点制御手段１０１が拠点映像蓄積手段１０３に蓄積停止指示を出力
し、拠点映像蓄積手段１０３は蓄積を停止する。これにより蓄積情報の対象範囲Ｂ´を得
ることができる。このように、センサなどのイベント発生を誘発した要因の判定を行うこ
とが重要であるため、イベント発生時刻以前の映像情報の蓄積を行う。
【００５９】
　次に、図１１のフローチャートを用いて、実施の形態２に係る遠隔管理センタの映像管
理情報取得処理の動作について説明を行う。この実施の形態２では、イベント受信手段１
０６から出力されるイベント受信情報を起点として映像信号の蓄積動作を行うため、遠隔
管理センタ２０から映像管理情報取得要求を出力することなく、監視拠点１０ｎから映像
管理情報の収集が行われる。
【００６０】
　中央制御手段２０１は、当該遠隔管理センタ２０のネットワーク接続に必要となるアド
レス情報を、中央拠点情報保持手段２０５に記憶された各監視拠点１０ｎの拠点ＩＤおよ
びアドレス情報を参照し、中央送受信手段２０２およびネットワーク５０を介して監視拠
点１０ｎの拠点送受信手段１０２に出力する（ステップＳＴ２１）。
【００６１】
　拠点送受信手段１０２は、ステップＳＴ２１において入力された遠隔管理センタ２０の
アドレス情報を記憶する（ステップＳＴ２２）。拠点制御手段１０１は、イベント受信手
段１０６からイベント受信情報が入力されたか否か判定を行う（ステップＳＴ２３）。ス
テップＳＴ２３においてイベント情報が入力されていないと判定された場合にはステップ
ＳＴ２３の処理に戻り、イベント情報が入力されるまで待機する。一方、ステップＳＴ２
３においてイベント情報が入力されたと判定されると、拠点制御手段１０１は拠点映像蓄
積手段１０３に映像信号を蓄積すると共に、映像管理情報を作成して拠点管理情報蓄積手
段１０４に蓄積する（ステップＳＴ２４）。
【００６２】
　さらに、拠点制御手段１０１は、拠点管理情報蓄積手段１０４に蓄積した映像管理情報
を拠点送受信手段１０２およびネットワーク５０を介して遠隔管理センタ２０の中央送受
信手段２０２に出力する（ステップＳＴ２５）。中央送受信手段２０２は、ステップＳＴ
２５において入力された映像管理情報を中央制御手段２０１に出力し、中央制御手段２０
１はこの映像管理情報を中央管理情報蓄積手段２０４に蓄積し（ステップＳＴ２６）、処
理を終了する。
【００６３】
　以上のように、この実施の形態２によれば、外部からの入力されるイベント情報を受信
するイベント受信手段１０６を設けるように構成したので、イベント受信情報を起点とし
て映像信号の蓄積および映像管理情報の生成を行うことができる
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【００６４】
　なお、実施の形態２では、イベント蓄積の場合の映像管理情報を例に遠隔管理センタ２
０への収集について述べたが、遠隔映像監視システムは必ずしも連続蓄積あるいはイベン
ト蓄積を選択的に採用するのではなく連続蓄積およびイベント蓄積を混在させるように構
成してもよい。
【００６５】
実施の形態３．
　図１２は、実施の形態２に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。この
実施の形態３では、遠隔管理センタ２０に中央映像蓄積手段２０３を追加して設けている
。以下では、実施の形態１に係る映像管理システムの構成要素と同一または相当する部分
には、実施の形態１で使用した符号と同一の符号を付して説明を省略または簡略化する。
【００６６】
　中央映像蓄積手段２０３は、監視拠点１０ｎの拠点映像蓄積手段１０３に蓄積された蓄
積映像情報を蓄積する。実施の形態１で示したように、監視拠点１０ｎの拠点映像蓄積手
段１０３の蓄積可能容量の上限に達した場合、通常は最も古い蓄積映像情報の部分に上書
きを行い新しい映像情報を蓄積するため、重要な蓄積映像情報が消失する可能性があった
。この実施の形態３では、重要な蓄積映像情報の消失を防止するために、拠点映像蓄積手
段１０３の蓄積映像情報を、ネットワーク５０を介した遠隔管理センタ２０へ転送および
蓄積（以下、バックアップと称する）を行う構成を示す。
【００６７】
　バックアップ方法として、予めバックアップを行う日時情報が通知された各監視拠点１
０ｎの拠点制御手段１０１が遠隔管理センタ２０に対して拠点映像蓄積手段１０３の蓄積
映像情報を出力する方法と、遠隔管理センタ２０の中央制御手段２０１がバックアップを
行う日時に達した時に監視拠点１０ｎにバックアップの要求を行う方法が挙げられる。こ
れらバックアップの方法は任意に選択可能であるが、この実施の形態３では後者の方法を
用いたバックアップ動作について説明を行う。
【００６８】
　遠隔管理センタ２０の中央制御手段２０１は、各監視拠点１０ｎ毎に蓄積映像情報を取
得する日時を定めたバックアップデータ取得テーブルを作成する。図１３は、実施の形態
３に係るバックアップデータ取得テーブルの一例を示す図であり、バックアップを行う監
視拠点１０ｎの２桁の拠点ＩＤ、その監視拠点１０ｎの蓄積映像情報を定時的にバックア
ップすべき取得時刻（ｈｈｍｍｓｓ）、バックアップ対象となる蓄積映像情報の指定方法
、バックアップを行う蓄積映像情報数、およびバックアップを行う蓄積映像情報の１４桁
の映像ＩＤで構成されている。
【００６９】
　なお、図１３に示す例ではバックアップの対象となる蓄積映像情報の指定方法は、バッ
クアップ対象とする蓄積映像情報の映像ＩＤを指定する方法の場合は「０」、連続蓄積さ
れた蓄積映像情報全てを対象とする方法の場合は「１」、イベント蓄積された蓄積映像情
報全てを対象とする方法の場合は「２」を指定するものとする。また、バックアップ対象
となる蓄積映像情報は、バックアップ未実施のものに限定することによりネットワーク５
０の帯域の効率的活用や伝送に係る時間の短縮が可能になる。さらに、全ての監視拠点１
０ｎの蓄積映像情報をバックアップ対象とする必要はなく、バックアップを行う監視拠点
１０ｎ内の蓄積映像情報を全てバックアップ対象とする必要もない。
【００７０】
　図１４は、実施の形態３における映像管理情報の蓄積情報を示す図であり、蓄積内容の
定義を示している。実施の形態１の図３（ａ）で示した蓄積情報に、バックアップの実施
、あるいは未実施を示す「バックアップ情報」、蓄積映像情報のバックアップ実施日時情
報を示す「バックアップ日時」、バックアップ先情報を示す「バックアップ先」の情報が
追加して設けられている。
【００７１】
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　次に、図１５のフローチャートを用いて、実施の形態３に係る遠隔管理センタのバック
アップ動作について説明を行う。中央制御手段２０１は、バックアップデータ取得テーブ
ルを作成する（ステップＳＴ３１）。さらに、中央制御手段２０１は、作成したバックア
ップデータ取得テーブルを参照し定時的にバックアップすべき日時に達したか否か判定を
行う（ステップＳＴ３２）。ステップＳＴ３２において、バックアップすべき日時に達し
ていないと判定された場合にはステップＳＴ３２の処理に戻り、当該日時に達するまで待
機する。
【００７２】
　一方、ステップＳＴ３２において、定時的に収集すべき日時に達したと判定されると、
中央制御手段２０１は中央拠点情報保持手段２０５に記憶された各監視拠点１０ｎの拠点
ＩＤおよびアドレス情報を参照し、さらに蓄積映像情報の指定（映像ＩＤ指定、連続蓄積
映像指定、あるいはイベント蓄積映像指定）を含むバックアップデータ取得要求を生成し
、中央送受信手段２０２に出力する（ステップＳＴ３３）。
【００７３】
　中央送受信手段２０２は、ステップＳＴ３３において入力されたバックアップデータ取
得要求をネットワーク５０を介して拠点送受信手段１０２に出力する（ステップＳＴ３４
）。拠点送受信手段１０２は、ステップＳＴ３４において入力されたバックアップデータ
取得要求を拠点制御手段１０１に出力し、バックアップデータの送信先である遠隔管理セ
ンタ２０のアドレス情報を記憶する（ステップＳＴ３５）。拠点制御手段１０１は、ステ
ップＳＴ３４において入力された映像信号取得要求に対応する蓄積映像情報を拠点映像蓄
積手段１０３から読み出し、拠点送受信手段１０２に出力する（ステップＳＴ３６）。ま
た、拠点制御手段１０１は、拠点管理情報蓄積手段１０４から当該蓄積映像情報に対応し
た映像管理情報（蓄積情報）を取得し、バックアップ実施に関する情報を書き込み、再度
拠点管理情報蓄積手段１０４に蓄積すると共に拠点送受信手段１０２に出力する（ステッ
プＳＴ３７）。
【００７４】
　拠点送受信手段１０２は、ステップＳＴ３６，３７において拠点制御手段１０１から入
力された蓄積映像情報および映像管理情報を、記憶していた送信先のアドレス情報を参照
してネットワーク５０を介して遠隔管理センタ２０の中央送受信手段２０２に出力する（
ステップＳＴ３８）。中央送受信手段２０２は、ステップＳＴ３８において入力された蓄
積映像情報および映像管理情報を中央制御手段２０１に出力し、中央制御手段２０１はこ
の蓄積映像情報を中央映像蓄積手段２０３に蓄積し、映像管理情報を中央管理情報蓄積手
段２０４に蓄積し（ステップＳＴ３９）、処理を終了する。
【００７５】
　なお、ステップＳＴ３７におけるバックアップ実施に関する情報の書き込みは、図１４
に示した蓄積情報のバックアップ情報にバックアップの実施が書き込まれ、バックアップ
の日時およびバックアップ先の情報も書き込まれる。
【００７６】
　なお、図１４のバックアップデータ取得テーブルを用いた例では、一日に一度ずつ各監
視拠点１０ｎの映像管理情報を遠隔管理センタ２０内に収集する構成を想定しているが、
映像管理システムの用途や規模に応じて、より短い周期、あるいは長い周期で映像管理情
報の収集を実施してもよい。また、定期的にバックアップを行うように構成しているが、
任意の日時を記録することによりその日時にのみバックアップを行うように構成してもよ
い。
【００７７】
　このように、遠隔管理センタ２０が各監視拠点１０ｎに管理されている蓄積映像情報お
よび映像管理情報（蓄積情報）を収集し、中央映像蓄積手段２０３および中央管理情報蓄
積手段２０４に蓄積するように構成したので、拠点映像蓄積手段１０３に蓄積された蓄積
映像情報の上書きや削除に伴う消失を避けることができる。
【００７８】
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　図１６は、実施の形態３に係る映像管理システムの他の実施例を示すブロック図である
。この図１６に示す実施例では、図１３の映像管理システムの監視拠点１０ｎ内に映像情
報変換手段（拠点変換手段）１０７を追加して設け、蓄積映像情報のバックアップを行う
際に蓄積映像情報の映像符号化方式、蓄積映像情報に付随する音声情報の符号化方式を変
換する。
【００７９】
　映像情報変換手段１０７は、蓄積映像情報をより圧縮効率のよい符号化方式へ変換する
場合や、遠隔管理センタ２０で取り扱う符号化方式を統一するために用いる。より圧縮効
率のよい符号化方式へ変換することにより、ネットワーク５０の帯域の効率的活用や伝送
に係る時間の短縮および遠隔管理センタ２０の中央映像蓄積手段２０３の蓄積媒体の有効
活用に効果的である。また、遠隔管理センタ２０での符号化方式を統一することにより、
蓄積映像情報の管理を簡易化することができる。
【００８０】
　図１７は、実施の形態３に係る蓄積情報の構成を示す図であり、蓄積内容の定義を示し
ている。映像情報変換手段１０７を用いて符号化方式の変換または統一を行うことにより
、映像付加情報の「映像品質」および「音声品質」に符号化変換前と符号化変換後のそれ
ぞれの情報が記載される。
【００８１】
　以上のように、この実施の形態３によれば、遠隔管理センタ２０が各監視拠点１０ｎに
管理されている蓄積映像情報および映像管理情報（蓄積情報）を収集し、中央映像蓄積手
段２０３および中央管理情報蓄積手段２０４に蓄積するように構成したので、各監視拠点
１０ｎに蓄積された蓄積映像情報の上書きや削除に伴う消失を避けることができる。
【００８２】
　また、この実施の形態３によれば、蓄積映像情報が蓄積されている拠点映像蓄積手段１
０３を特定する映像蓄積手段ＩＤを有するように構成したので、蓄積映像情報のバックア
ップを行う際に当該映像情報の蓄積位置を管理することができる。
【００８３】
　また、この実施の形態３によれば、蓄積映像情報の符号化方式、あるいは蓄積映像情報
に付随する音声情報の符号化方式を変換する映像情報変換手段１０７を設けるように構成
したので、ネットワーク帯域の効率的な活用や伝送に係る時間の短縮および蓄積媒体の有
効活用が可能になる。また蓄積映像情報の管理を簡易化することができる。
【００８４】
　なお、上述した実施の形態３では、映像情報変換手段１０７を蓄積映像情報をネットワ
ーク５０に送出する前の各監視拠点１０ｎ内に配設するように構成しているが、蓄積映像
情報をネットワーク５０に送出した後の遠隔管理センタ２０の中央送受信手段２０２と中
央制御手段２０１の間に設置してもよい（中央変換手段）。これは、以降の実施の形態に
おいても同様である。この場合には、ネットワーク帯域の効率的な活用や伝送に係る時間
の短縮への効果はないが、蓄積媒体の有効活用や蓄積映像情報の管理の簡易化に効果を発
揮する。
【００８５】
　なお、上述した実施の形態３に、実施の形態２におけるイベント受信手段１０６を追加
して設けて構成してもよい。
【００８６】
実施の形態４．
　図１８は、実施の形態４に係る映像管理システムの構成を示す図である。この実施の形
態４では、実施の形態１の映像管理システムに蓄積映像情報の閲覧を行う閲覧端末３０、
および遠隔管理センタ２０と閲覧端末３０を接続するネットワーク５１を追加して設けて
いる。なお、ネットワーク５０とネットワーク５１は同一のネットワークで構成してもよ
いし、異なるネットワークで構成してもよい。
【００８７】
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　図１９は、実施の形態４に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。この
実施の形態４では、実施の形態３の構成に閲覧端末３０を追加して設けると共に、この閲
覧端末３０とネットワーク５１を介してデータの送受信を行う第２中央送受信手段２０２
ｂを遠隔管理センタ２０に追加して設けている。以下では、実施の形態３に係る映像管理
システムの構成要素と同一または相当する部分には、実施の形態３で使用した符号と同一
の符号を付して説明を省略または簡略化する。
【００８８】
　第１中央送受信手段２０２ａは、監視拠点１０ｎから映像管理情報や蓄積映像情報の取
得を行う。第２中央送受信手段２０２ｂは、閲覧端末３０に対して映像管理情報や蓄積映
像情報の出力を行う。閲覧端末３０は、端末制御手段３０１、端末送受信手段３０２、映
像一覧表示手段３０３、映像選択手段３０４、復号手段３０５および映像表示手段３０６
で構成され、ネットワーク５１を介して遠隔管理センタ２０から映像管理情報や蓄積映像
情報を取得する。
【００８９】
　端末送受信手段３０２は、遠隔管理センタ２０より映像管理情報や蓄積映像情報の取得
を行う。映像一覧表示手段３０３は、映像一覧の表示を行う。映像選択手段３０４は、映
像一覧表示手段３０３により表示された映像一覧から映像の選択を行う。復号手段３０５
は、蓄積映像情報の復号を行う。なお、付加音声がある場合には音声復号も行う。映像表
示手段３０６は、映像の表示を行う。
【００９０】
　次に、図２０および図２２のフローチャートを参照しながら蓄積映像情報の閲覧動作に
ついて説明を行う。ここでは、閲覧端末３０よりネットワーク５１を経由して遠隔管理セ
ンタ２０あるいは監視拠点１０ｎに蓄積されている蓄積映像情報の閲覧を行う動作につい
て説明を行う。まず、図２０を用いて閲覧端末３０のユーザ、蓄積映像情報を選択するた
めの映像一覧を作成する動作について説明を行う。ユーザは、映像選択手段３０４を用い
て映像一覧に表示する蓄積映像情報を選択するために必要となる拠点ＩＤ、映像蓄積手段
ＩＤ、撮像手段ＩＤおよび蓄積情報など、映像管理情報（蓄積情報）に記載されている情
報を指定する（ステップＳＴ４１）。これら情報の指定は、プルダウンメニューからの選
択や、条件入力による検索など多様な方法を用いることができ、任意に選択可能である。
【００９１】
　閲覧端末３０の端末制御手段３０１は、映像選択手段３０４から入力された拠点ＩＤ、
映像蓄積手段ＩＤ、撮像手段ＩＤおよび蓄積情報など蓄積映像情報選択のための条件に基
づいて映像一覧情報取得要求を生成し、端末送受信手段３０２に出力する（ステップＳＴ
４２）。端末送受信手段３０２は、ステップＳＴ４２において入力された映像一覧情報取
得要求をネットワーク５１を介して遠隔管理センタ２０に出力する（ステップＳＴ４３）
。なお、遠隔管理センタ２０へのネットワーク接続に必要なアドレス情報などはあらかじ
め閲覧端末３０に設定しておくものとする。
【００９２】
　遠隔管理センタ２０の第２中央送受信手段２０２ｂは、ステップＳＴ４３において入力
された映像一覧情報取得要求を中央制御手段２０１に出力し、映像一覧情報の送信先であ
る閲覧端末３０のアドレス情報を記憶する（ステップＳＴ４４）。中央制御手段２０１は
、ステップＳＴ４４において入力された映像一覧情報取得要求に対応する映像管理情報を
中央管理情報蓄積手段２０４から検索および読み出しを行い、第２中央送受信手段２０２
ｂに出力する（ステップＳＴ４５）。第２中央送受信手段２０２ｂは、ステップＳＴ４５
において入力された映像管理情報（蓄積情報、削除情報）を、記憶していた送信先のアド
レス情報を参照し、ネットワーク５１を介して閲覧端末３０の端末送受信手段３０２に出
力する（ステップＳＴ４６）。
【００９３】
　端末送受信手段３０２は、ステップＳＴ４６において入力された映像管理情報（蓄積情
報、削除情報）を端末制御手段３０１に出力し、端末制御手段３０１はこの映像管理情報
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を映像一覧表示手段３０３に表示させる（ステップＳＴ４７）。なお、この映像管理シス
テムから既に削除済みである蓄積映像情報は、映像一覧に記載しないように構成してもよ
く、また削除済みであることを示す情報を付加した上で映像一覧に記載するように構成し
てもよい。
【００９４】
　図２１は、映像一覧表示手段３０３が表示する映像一覧表示の一例を示したものである
。これは、閲覧端末３０が遠隔管理センタ２０に対して○○ビルの２００８年０１月０１
日午前８時台の映像管理情報を出力するように要求し、この要求に基づき遠隔管理センタ
２０から入力された映像管理情報を元に作成した映像一覧表示を映像一覧表示手段３０３
に表示したものである。なお、図２１（ａ）は映像一覧全体を示し、図２１（ｂ）は図２
１（ａ）において一部のみ示されていた例えば連続蓄積の詳細を示している。
【００９５】
　図２１（ａ）の映像一覧表示から、レコーダＡにはカメラ１からカメラ８までの蓄積映
像情報が連続蓄積されており、レコーダＢにはカメラ９及びカメラ１０の蓄積映像情報が
イベント蓄積されていることが分かる。カメラ１からカメラ８からの連続蓄積されている
蓄積映像情報では、一定期間（例えば５分単位）で異なる蓄積映像情報として管理されて
いるが、映像一覧表示上では代表として、所定の期間（例えば、８時台など）の先頭の蓄
積映像情報のみを表示している。また、カメラ９及びカメラ１０の蓄積映像情報は、それ
ぞれ８時１２分、８時１５分に発生したイベントに対応している。図２１（ｂ）の連続蓄
積詳細一覧表示は、図２１（ａ）においてレコーダＡにカメラ１で通用口を撮影した蓄積
映像情報が連続蓄積されているものについて、５分単位で蓄積した全ての蓄積映像情報が
表示されている。
【００９６】
　次に、図２２のフローチャートを用いて蓄積映像情報の閲覧動作について説明を行う。
映像一覧表示手段３０３に表示された映像一覧からユーザが映像選択手段３０４を用いて
閲覧を行う蓄積映像情報の選択を行う（ステップＳＴ５１）。選択する蓄積映像情報が連
続蓄積である場合には、図２１（ａ）の映像一覧から代表となる蓄積映像情報を選択する
ことにより、図２１（ｂ）に示すような連続蓄積詳細一覧が表示され、この連続蓄積詳細
一覧から最終的に閲覧を行う蓄積映像情報を選択する。
【００９７】
　ステップＳＴ５１において蓄積映像情報が選択されると、映像選択手段３０４は端末制
御手段３０１に選択された蓄積映像情報の特定情報を通知する（ステップＳＴ５２）。こ
の特定情報は、蓄積映像情報を一意に特定可能な情報であればどのような構成でもよく、
例えば、映像ＩＤや映像蓄積手段ＩＤと蓄積開始日時を組み合わせた情報などを用いて構
成する。なお、以下の説明では特定可能な情報として映像ＩＤを用いる。
【００９８】
　端末制御手段３０１は、ステップＳＴ５２において入力された特定情報に基づき蓄積映
像情報取得要求を生成し、端末送受信手段３０２に出力する（ステップＳＴ５３）。端末
送受信手段３０２は、ステップＳＴ５３において入力された蓄積映像情報取得要求をネッ
トワーク５１を介して遠隔管理センタ２０に出力する（ステップＳＴ５４）。なお、遠隔
管理センタ２０へのネットワーク接続に必要なアドレス情報などはあらかじめ閲覧端末３
０に設定しておくものとする。
【００９９】
　遠隔管理センタ２０の第２中央送受信手段２０２ｂは、ステップＳＴ５４において入力
された蓄積映像情報取得要求を中央制御手段２０１に出力し、蓄積映像情報の送信先であ
る閲覧端末３０のアドレス情報を記憶する（ステップＳＴ５５）。中央制御手段２０１は
、ステップＳＴ５５において入力された蓄積映像情報取得要求に対応する蓄積映像情報を
中央管理情報蓄積手段２０４から読み出し、当該蓄積映像情報が実際に蓄積されている拠
点（遠隔管理センタ２０または監視拠点１０ｎ）の情報である記憶先情報を取得する（ス
テップＳＴ５６）。
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【０１００】
　さらに、中央制御手段２０１は、当該蓄積映像情報がバックアップ済であるか否か判定
を行う（ステップＳＴ５７）。ステップＳＴ５７においてバックアップ済みであると判定
された場合には、当該蓄積映像情報を中央映像蓄積手段２０３から読み出す（ステップＳ
Ｔ５８）。第２中央送受信手段２０２ｂは、ステップＳＴ２０３において読み出した蓄積
映像情報をネットワーク５１を介して端末送受信手段３０２に出力する（ステップＳＴ６
３）。端末送受信手段３０２は、ステップＳＴ６３において入力された蓄積映像情報を端
末制御手段３０１に出力し、復号手段３０５において復号が行われ、映像表示手段３０６
が映像を表示する（ステップＳＴ６４）。
【０１０１】
　一方、ステップＳＴ５７においてバックアップ済みでないと判定され、当該蓄積映像情
報が監視拠点１０ｎに蓄積されている場合には、中央制御手段２０１が中央拠点情報保持
手段２０５に記憶されている拠点ＩＤおよびアドレス情報を参照し、蓄積映像情報取得要
求および送信先である遠隔管理センタ２０を経由した閲覧端末３０へのアドレス情報を第
１中央送受信手段２０２ａ、ネットワーク５０を経由して、各監視拠点１０ｎ内の拠点送
受信手段１０２に通知する（ステップＳＴ５９）。拠点送受信手段１０２は、ステップＳ
Ｔ５９において入力された蓄積映像情報取得要求を拠点制御手段１０１に出力し、映像管
理情報の送信先のアドレス情報を記憶する（ステップＳＴ６０）。
【０１０２】
　拠点制御手段１０１は、ステップＳＴ６０において入力された蓄積映像情報取得要求に
対応する蓄積映像情報を拠点管理情報蓄積手段１０４から読み出し、拠点送受信手段１０
２に出力する（ステップＳＴ６１）。その後、拠点送受信手段１０２は蓄積映像情報を遠
隔管理センタ２０に出力する（ステップＳＴ６２）。遠隔管理センタ２０はステップＳＴ
６２において入力された蓄積映像情報を閲覧端末３０に出力し（ステップＳＴ６３）、閲
覧端末３０に入力された蓄積映像情報を復号手段３０５において復号を行い、映像表示手
段３０６が映像を表示する（ステップＳＴ６４）。なお、蓄積映像情報に付加メディアと
して音声情報が含まれている場合には、復号手段３０５にて音声の復号を行い、図示しな
いスピーカにより音声出力を行う。
【０１０３】
　以上のように、この実施の形態４によれば、蓄積映像情報の閲覧を行う閲覧端末３０を
設けるように構成したので、監視拠点１０ｎや遠隔管理センタ２０に蓄積された蓄積映像
情報をネットワーク５０および５１を介して閲覧することができる。
【０１０４】
　また、この実施の形態４によれば、中央制御手段２０１が蓄積映像情報が蓄積されてい
る拠点情報である記憶先情報を取得するように構成したので、バックアップ済みである場
合、バックアップ済みでない場合に関わらず確実に蓄積映像情報を取得することができる
。
【０１０５】
　なお、上述した実施の形態４に、実施の形態２におけるイベント受信手段１０６や、実
施の形態３における映像情報変換手段１０７を追加して設けて構成してもよい。
【０１０６】
実施の形態５．
　図２３は、実施の形態５に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。この
実施の形態５では、実施の形態４の構成に映像情報変換手段１０７を追加して設けている
。映像情報変換手段１０７は、蓄積映像情報の映像符号化方式、蓄積映像情報に付随する
音声情報の符号化方式を変換する。以下では、実施の形態４に係る映像管理システムの構
成要素と同一または相当する部分には、実施の形態４で使用した符号と同一の符号を付し
て説明を省略または簡略化する。
【０１０７】
　次に、この映像情報変換手段１０７の動作を中心に、閲覧端末３０が遠隔管理センタ２
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０あるいは監視拠点１０ｎに蓄積されている蓄積映像情報を閲覧する動作について説明を
行う。ユーザが映像選択手段３０４を用いて映像一覧表示から蓄積映像情報を選択し、蓄
積映像情報取得要求を生成し、遠隔管理センタ２０に出力する。遠隔管理センタ２０は、
取得すべき蓄積映像情報の記憶先情報を取得すると共に、当該蓄積映像情報がバックアッ
プ済であるか否か判定を行う。
【０１０８】
　バックアップが実行され、取得すべき蓄積映像情報が遠隔管理センタ２０に蓄積されて
いる場合には、中央制御手段２０１が中央管理情報蓄積手段２０４から当該蓄積映像情報
の映像管理情報を取得し、その映像管理情報に含まれる映像付加情報を参照してバックア
ップ実施時に符号化変換を行ったか否かを確認する。バックアップ実行時に符号化変換が
行われていない場合には、中央制御手段２０１は蓄積映像情報を中央映像蓄積手段２０３
から読み出し、第２中央送受信手段２０２ｂおよびネットワーク５１を介して閲覧端末３
０に出力する。
【０１０９】
　一方、バックアップ実行時に符号化変換が行われている場合には、監視拠点１０ｎに対
して映像ＩＤを含む蓄積映像情報の取得要求を出力し、当該蓄積映像情報を取得する。ま
た、バックアップが実行されていない場合にも、監視拠点１０ｎに対して映像ＩＤを含む
蓄積映像情報の取得要求を出力し当該蓄積映像情報を取得する。以降の動作は、実施の形
態４と同様であるため、説明を省略する。
【０１１０】
　以上のように、この実施の形態５によれば、監視拠点１０ｎ、遠隔管理センタ２０に蓄
積された蓄積映像情報のネットワーク５０、５１を経由した閲覧機能を実現し、さらに遠
隔管理センタ２０へのバックアップ時に映像情報変換手段１０７により変換が行われた蓄
積映像情報について、監視拠点１０ｎから蓄積映像情報の符号化変換前の蓄積映像情報を
取得するように構成したので、閲覧端末３０においてより高品質の蓄積映像情報を閲覧す
ることができる。
【０１１１】
　なお、上述した実施の形態５に、実施の形態２におけるイベント受信手段１０６を追加
して設けて構成してもよい。
【０１１２】
実施の形態６．
　図２４は、実施の形態６に係る映像管理システムの構成を示す図である。この実施の形
態６では、実施の形態４における遠隔管理センタ２０を複数の一次管理センタ２０ａ，２
０ｂ，・・・，２０ｘ（以下、２０ｎと記載する）と一つの二次遠隔管理センタ２１に置
き換えて構成している。以下では、実施の形態４に係る映像管理システムの構成要素と同
一または相当する部分には、実施の形態４で使用した符号と同一の符号を付して説明を省
略または簡略化する。
【０１１３】
　一次遠隔管理センタ２０ｎは、監視拠点１０ｎに蓄積された蓄積映像情報の管理を行う
。二次遠隔管理センタ２１は、複数の一次遠隔管理センタ２０ｎをまとめて総合的に管理
を行う。これら一次遠隔管理センタ２０ｎと二次遠隔管理センタ２１を用いて、階層構造
を有する遠隔監視映像管理センタを構成している。複数の監視拠点１０ｎと複数の一次遠
隔管理センタ２０ｎはネットワーク５０ａを介して接続され、複数の一次遠隔管理センタ
２０ｎと二次遠隔管理センタ２１はネットワーク５０ｂを介して接続されている。また、
閲覧端末３０は、ネットワーク５１を介して二次管理センタ２１と接続されている。
【０１１４】
　図２４は、この実施の形態６に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。
一次遠隔管理センタ２０ｎおよび二次遠隔管理センタ２１は、実施の形態１から実施の形
態５における遠隔管理センタ２０の機能を階層化するためのものであり、これらの遠隔管
理センタを構成する要素は同一である。一次遠隔管理センタ２０ｎと二次遠隔管理センタ
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２１は、中央制御手段２０１，２１１、第１中央送受信手段２０２ａ，２１２ａ、第２中
央送受信手段２０２ｂ，２１２ｂ、中央映像蓄積手段２０３，２１３、中央管理情報蓄積
手段２０４，２１４、中央拠点情報保持手段２０５，２１５、中央映像外部蓄積手段２０
６，２１６で構成されている。一次遠隔管理センタ２０ｎの中央拠点情報保持手段２０５
と二次遠隔管理センタ２１の中央拠点情報保持手段２１５の記憶する情報の範囲が異なる
のみであり、その他の機能的な差異はない。
【０１１５】
　映像管理情報は、監視拠点１０ｎまたは一次遠隔管理センタ２０ｎから二次遠隔管理セ
ンタ２１に収集され、中央管理情報蓄積手段２１４に蓄積される。これは、実施の形態１
から実施の形態５において遠隔管理センタ２０が監視拠点１０ｎから映像管理情報を取得
して蓄積する二段階の処理を、階層化して三段階の処理としたものであり、処理動作は同
一であるため、説明は省略する。
【０１１６】
　蓄積映像情報のバックアップは、一次遠隔管理センタ２０ｎの中央映像蓄積手段２０３
、あるいは二次遠隔管理センタ２１の中央映像蓄積手段２１３に記憶させるように構成す
ればよく、そのバックアップ位置を映像管理情報に記載する。また、閲覧端末３０による
閲覧処理は、二次遠隔管理センタ２１、一次遠隔管理センタ２０ｎ、監視拠点１０ｎと順
番に検索して読み出しを行う。検索および読み出しを行う階層が一段増えるのみであり、
動作処理は実施の形態４および５と同一である。
【０１１７】
　以上のように、この実施の形態６によれば、一次遠隔管理センタ２０ｎおよび二次遠隔
管理センタ２１を設け、映像管理情報の蓄積は二次中央遠隔管理センタ２１に全て集約さ
せるが、蓄積映像情報のバックアップは一次遠隔管理センタ２０ｎまたは二次遠隔管理セ
ンタ２１において実行するように構成したので、各処理の分担を行うことが可能となり、
処理あるいは管理負担を分散させることができる。この時、一次遠隔管理センタ２０ｎに
バックアップされて蓄積映像情報に関する映像管理情報は、同一内容のものが二次中央遠
隔管理センタ２１および一次遠隔管理センタ２０ｎ内に蓄積される。
【０１１８】
　また、この実施の形態６によれば、一次遠隔管理センタ２０ｎおよび二次遠隔管理セン
タ２１を設け、遠隔管理センタを階層化するように構成しているため、広いエリアに存在
する監視拠点１０ｎを、例えば、全国を二次中央遠隔管理センタ２１で管理し、各県を一
次遠隔管理センタ２０ｎで管理するなど、地域ごとなど所定の条件に合わせて管理するこ
とが容易になる。
【０１１９】
　さらに、上記実施の形態６では、遠隔管理センタ２０の機能を一次遠隔管理センタ２０
ｎと二次遠隔管理センタ２１の二階層として構成しているが、さらに階層数を増やして構
成してもよい。階層数を増やすことにより、例えば、広いエリアに存在する監視拠点１０
ｎを、例えば全国、地方、県、市など、更に細かく管理することができる。
【０１２０】
　なお、上記実施の形態６に、実施の形態２において示したイベント受信手段１０６や、
実施の形態３において示した映像情報変換手段１０７を追加して構成してもよい。
【０１２１】
実施の形態７．
　図２６は、実施の形態７に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。この
実施の形態７では、実施の形態６における映像管理システムの各監視拠点１０ｎに拠点映
像外部蓄積手段１０８、一次遠隔管理センタ２０ｎに中央映像外部蓄積手段２０６、二次
遠隔管理センタ２１に中央映像外部蓄積手段２１６、および閲覧端末３０に端末映像外部
蓄積手段３０７を追加して構成している。以下では、実施の形態６に係る映像管理システ
ムの構成要素と同一または相当する部分には、実施の形態６で使用した符号と同一の符号
を付して説明を省略または簡略化する。
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【０１２２】
　拠点映像外部蓄積手段１０８は、監視拠点１０ｎの蓄積映像情報を外部の蓄積媒体（図
示せず）に書き込みを行う。中央映像外部蓄積手段２０６および２１６は、一次および二
次遠隔管理センタ２０ｎ，２１の蓄積映像情報を外部の蓄積媒体（図示せず）に書き込み
を行う。端末映像外部蓄積手段３０７は、閲覧端末３０の蓄積映像情報を外部の蓄積媒体
（図示せず）に書き込みを行う。
【０１２３】
　次に、映像管理システムの動作について蓄積映像情報の外部への蓄積媒体への書き込み
処理を中心に説明を行う。まず、監視拠点１０ｎの拠点映像蓄積手段１０３に蓄積された
映像情報を外部蓄積媒体に書き込む場合に、拠点制御手段１０１は拠点映像蓄積手段１０
３および拠点管理情報蓄積手段１０４から、蓄積映像情報およびこの蓄積映像情報に対応
する映像管理情報（蓄積情報）を読み出す。拠点映像蓄積手段１０３から読み出された蓄
積映像情報は拠点映像外部蓄積手段１０８に出力され、拠点映像外部蓄積手段１０８が外
部の蓄積媒体に書き込み処理を行う。
【０１２４】
　さらに拠点制御手段１０１は、拠点管理情報蓄積手段１０４から読み出した映像管理情
報（蓄積情報）に外部の蓄積媒体への蓄積実施に関する情報を書き込み、再度拠点管理情
報蓄積手段１０４に蓄積する。また、書き込みを行った映像管理情報（蓄積情報）を拠点
送受信手段１０２および一次遠隔管理センタ２０ｎを介して二次遠隔管理センタ２１に出
力する。この際の送信先である一次遠隔管理センタ２０ｎ経由二次遠隔管理センタ２１を
示すアドレス情報は、二次遠隔管理センタ２１から一次遠隔管理センタ２０ｎを経由して
予め配布されているものとする。二次遠隔管理センタ２１の中央制御手段２１１は、各監
視拠点１０ｎから最新の映像管理情報（蓄積情報）を収集し、中央管理情報蓄積手段２１
４に蓄積する。
【０１２５】
　次に、一次遠隔管理センタ２０ｎの中央映像蓄積手段２０３に蓄積された映像情報を外
部蓄積媒体に書き込む場合について説明を行う。中央制御手段２０１は、中央映像蓄積手
段２０３および中央管理情報蓄積手段２０４から、蓄積映像情報およびこの蓄積映像情報
に対応する映像管理情報（蓄積情報）を読み出す。中央映像蓄積手段２０３から読み出さ
れた蓄積映像情報は中央映像外部蓄積手段２０６に出力され、中央映像外部蓄積手段２０
６が外部の蓄積媒体に書き込み処理を行う。
【０１２６】
　さらに中央制御手段２０１は、中央管理情報蓄積手段２０４から読み出した映像管理情
報（蓄積情報）に外部の蓄積媒体への蓄積実施に関する情報を書き込み、再度中央管理情
報蓄積手段２０４に蓄積する。また、書き込みを行った映像管理情報（蓄積情報）を、第
２中央送受信手段２０２ｂを介して二次遠隔管理センタ２１に出力する。この際の送信先
である二次遠隔管理センタ２１を示すアドレス情報は、二次遠隔管理センタ２１から予め
配布されているものとする。二次遠隔管理センタ２１の中央制御手段２１１は、一次遠隔
管理センタ２０ｎから最新の映像管理情報（蓄積情報）を収集し、中央管理情報蓄積手段
２１４に蓄積する。
【０１２７】
　次に、二次遠隔管理センタ２１の中央映像蓄積手段２１３に蓄積された映像情報を外部
蓄積媒体に書き込む場合について説明を行う。中央制御手段２１１は、中央映像蓄積手段
２１３および中央管理情報蓄積手段２１４から、蓄積映像情報およびこの蓄積映像情報に
対応する映像管理情報（蓄積情報）を読み出す。中央映像蓄積手段２１３から読み出され
た蓄積映像情報は中央映像外部蓄積手段２１６に出力され、中央映像外部蓄積手段２１６
が外部の蓄積媒体に書き込み処理を行う。さらに中央制御手段２１１は、中央管理情報蓄
積手段２１４から読み出した映像管理情報（蓄積情報）に外部の蓄積媒体への蓄積実施に
関する情報を書き込み、再度中央管理情報蓄積手段２１４に蓄積する。
【０１２８】
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　次に、閲覧端末３０が映像蓄積情報を外部蓄積媒体に書き込む場合について行う。閲覧
端末３０は、実施の形態４および５において示したものと同様の処理を行い、二次遠隔管
理センタ２１から映像管理情報および蓄積映像情報を取得する。端末制御手段３０１は、
二次遠隔管理センタ２１から取得した蓄積映像情報を端末映像外部蓄積手段３０７に出力
し、端末映像外部蓄積手段３０７が外部の蓄積媒体に書き込み処理を行う。
【０１２９】
　さらに端末制御手段３０１は、中央遠隔管理センタ２１から取得した映像管理情報（蓄
積情報）に対して、外部の蓄積媒体への蓄積実施に関する情報を書き込み、再度端末送受
信手段３０２、ネットワーク５１を経由して、二次遠隔管理センタ２１に出力する。二次
遠隔管理センタ２１の中央制御手段２０１は、最新の映像管理情報（蓄積情報）を収集し
、中央管理情報蓄積手段２１４に蓄積する。
【０１３０】
　図２７は、実施の形態７に係る映像管理情報の蓄積情報を示す図であり、外部の蓄積媒
体への蓄積実施に関する情報を書き込んだ蓄積情報を示している。実施の形態３の図１４
に示した蓄積情報に加え、外部蓄積媒体への蓄積の実施、あるいは未実施を示す「外部蓄
積情報」、磁気テープ／磁気ディスク／光ディスク／半導体ディスクなど蓄積を行う外部
の蓄積媒体の種別を示す「外部蓄積媒体種別」、外部蓄積媒体の識別情報である「外部蓄
積媒体ＩＤ」、ラック番号／ラック位置など外部蓄積媒体内での保管位置を示す「外部蓄
積媒体保管位置」の情報が追加して記載されている。なお、蓄積映像情報の蓄積、削除や
バックアップに関する各手段の動作は、実施の形態１から実施の形態６までと同様である
。
【０１３１】
　なお、図２６の例では、バックアップを実施するシステムとして蓄積情報を記載してい
るが、バックアップを実施しないシステムであっても良い。この場合、図２６に示した蓄
積情報には、バックアップの実施／未実施を示す「バックアップ情報」、「バックアップ
日時」、「バックアップ先」の情報が記載されない。
【０１３２】
　以上のように、この実施の形態７によれば、外部蓄積媒体へ蓄積情報の蓄積を行う拠点
映像外部蓄積手段１０８、中央映像外部蓄積手段２０６，２１６、端末映像外部蓄積手段
３０７を設け、この外部蓄積媒体への蓄積に関する映像管理情報を蓄積するように構成し
たので、外部蓄積媒体に書き出しを行った蓄積映像情報についても管理することができる
。
【０１３３】
　なお、上記実施の形態７では拠点映像外部蓄積手段１０８、中央映像外部蓄積手段２０
６，２１６を設けるように構成したが、これらの蓄積手段のうちいずれか二つ、あるいは
一つのみ設けるように構成してもよい。
【０１３４】
　なお、上記実施の形態７に、実施の形態２において示したイベント受信手段１０６や、
実施の形態３において示した映像情報変換手段１０７を追加して構成してもよい。
【図面の簡単な説明】
【０１３５】
【図１】実施の形態１に係る映像管理システムの構成を示す図である。
【図２】実施の形態１に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。
【図３】実施の形態１に係る映像管理システムの蓄積情報を示す図である。
【図４】実施の形態１に係る映像管理システムの削除情報を示す図である。
【図５】実施の形態１に係る映像管理システムの映像取得管理情報取得テーブルを示す図
である。
【図６】実施の形態１に係る映像管理システムの動作を示すフローチャートである。
【図７】実施の形態１に係る映像管理システムの動作を示すフローチャートである。
【図８】実施の形態２に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。
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【図９】実施の形態２に係る映像管理システムの蓄積情報を示す図である。
【図１０】実施の形態２に係る映像管理システムの蓄積方法を示す図である。
【図１１】実施の形態２に係る映像管理システムの動作を示すフローチャートである。
【図１２】実施の形態３に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。
【図１３】実施の形態３に係る映像管理システムのバックアップデータ取得テーブル示す
図である。
【図１４】実施の形態３に係る映像管理システムの蓄積情報を示す図である。
【図１５】実施の形態３に係る映像管理システムの動作を示すフローチャートである。
【図１６】実施の形態３に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。
【図１７】実施の形態３に係る映像管理システムの蓄積情報を示す図である。
【図１８】実施の形態４に係る映像管理システムの構成を示す図である。
【図１９】実施の形態４に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。
【図２０】実施の形態４に係る映像管理システムの動作を示すフローチャートである。
【図２１】実施の形態４に係る映像管理システムの映像一覧表示を示す図である。
【図２２】実施の形態４に係る映像管理システムの動作を示すフローチャートである。
【図２３】実施の形態５に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。
【図２４】実施の形態６に係る映像管理システムの構成を示す図である。
【図２５】実施の形態６に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。
【図２６】実施の形態７に係る映像管理システムの構成を示すブロック図である。
【図２７】実施の形態７に係る映像管理システムの蓄積情報を示す図である。
【符号の説明】
【０１３６】
　１０（１０ｎ）　監視拠点、２０　遠隔管理センタ、２０ｎ　一次遠隔管理センタ、２
１　二次遠隔管理センタ、３０　閲覧端末、５０，５０ａ、５０ｂ　５１　ネットワーク
、１０１　拠点制御手段、１０２　拠点送受信手段、１０３　拠点映像蓄積手段、１０４
　拠点管理情報蓄積手段、１０５　撮像手段、１０６　イベント受信手段、１０７　映像
情報変換手段、１０８　拠点映像外部蓄積手段、２０１，２１１　中央制御手段、２０２
　中央送受信手段、２０２ａ，２１２ａ　第１中央送受信手段、２０２ｂ，２１２ｂ　第
２中央送受信手段、２０３，２１３　中央映像蓄積手段、２０４，２１４　中央管理情報
蓄積手段、２０５，２１５　中央拠点情報保持手段、２０６，２１６　中央映像外部蓄積
手段、３０１　端末制御手段、３０２　端末送受信手段、３０３　映像一覧表示手段、３
０４　映像選択手段、３０５　復号手段、３０６　映像表示手段、３０７　端末映像外部
蓄積手段。
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